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はじめに

　ひとたび災害が発生すると、それによる被害を軽減し、
立ち直るために、各人・各組織は普段やり慣れていない様々
な対応を行わなければならなくなります。限られた時間と
限られた資源の中で効果的に行動するためには、多様で膨
大なデータを収集し、その中から必要な情報を抽出、分析
し、状況を見極めた上で意思決定する必要があります。今
日、クラウド、SNS、センサー等のIT技術により、災害
時の様々な状況がリアルタイムにデータ化されつつありま
す。各人・各組織が合理的な意思決定をするためには、こ
れらのデータを迅速かつ省力的に共有・分析し、わかりや
すく可視化することが重要です。

プラットフォームの開発状況

　多種多様なデータを合わせて、データに新しい価値をつ
け、きめ細やかな意思決定に使える情報を提供する仕掛け
を情報サービスと言います。防災に関する情報サービスを

提供するための基盤となるのが防災情報サービスプラット
フォームです。防災情報サービスプラットフォームは、図
1のように、防災のニーズを起点として、それらのニーズ
に対して利用者が欲しい形で科学的根拠に基づいた情報
サービスを選択できるようにします。これらの情報サービ
スは、サービス提供に必要なデータや分析、可視化などの
機能をフレキシブルに統合して作成できるようにします。
　これらの機能は、関連する公開データを収集し、サービ
スに必要なものを抽出して開発しています。この流れを利
用することで、防災科研が提供するデータと、利用者が持
つ個人のデータを、意思決定に必要な情報に変えて提供し
ていきます。
　図2は、プロトタイプとして開発した防災情報サービス
の一例です。市町村の災害対策本部運営用には、各部班の
業務システムから自動的に共有用の地図データを作成して
本部の判断を支援するデータを提供するサービス、建物被
害認定班用には、自動的に必要な業務量を算定し建物被害
認定計画策定を支援するサービスを開発しました。

防災情報サービスプラットフォームのプロトタイプ構築
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図２　防災情報サービス例（上段：災害対策本部運営用、下段：建物被害認定班用）図１　防災情報サービスプラットフォームの仕組み




